
2 作業船　第298号

jjjjjjjjjjjjjjjjjjjjjjjjjjjjjjjjjjjjjjjjjjj

jjjjjjjjjjjjjjjjjjjjjjjjjjjjjjjjjjjjjjjjjjj

j
j
j
j
j
j
j
j
j
j
j
j
j
j
j
j
j
j
j
j
j
j
j
j
j
j
j
j
j
j
j
j
j
j
j
j
j
j
j
j
j
j
j
j
j
j
j
j
j
j
j
j
j
j
j
j
j
j
j
j
j
j

j
j
j
j
j
j
j
j
j
j
j
j
j
j
j
j
j
j
j
j
j
j
j
j
j
j
j
j
j
j
j
j
j
j
j
j
j
j
j
j
j
j
j
j
j
j
j
j
j
j
j
j
j
j
j
j
j
j
j
j
j
j

平成22年という新しい年を迎え、謹んで新春のごあい
さつを申し上げます。
昨年は、多くの国民の皆さまのご支援をいただいて、
政権交代の実現を果たしました。これにより、政治や
行政のシステムが大きく転換し、国政のあり方も大き
く変わろうとしています。私も、昨年９月より国土交
通大臣を拝命し、山積している課題の解決に向け、全
力を挙げて取り組んできたところです。国土交通省と
しては、本年も引き続き、社会資本の整備や交通政策
の推進などを通じて我が国が抱える課題等へ対応して
まいる所存です。

さて、国土交通行政に取り組むに当たっては、我が国
が抱える三つの主要な不安要因について直視する必要が
あります。
第一に、2004年をピークとして人口減少が進行してい
ることです。出生率を1.37とすると、平均して毎年90～
100万人の人口が減り続けるということであり、我々に
とって大きな不安材料の一つとなっています。
第二に、諸外国が経験したことのないような急速な

少子高齢化が進んでいることです。少子高齢化が今の
ペースで進むと、2050年には65歳以上の人口比率は
40％を超えると言われております。現在、５人に１人
が65歳以上という人口比率となっておりますが、2050
年には５人に２人以上となり、15～64歳までの生産年
齢人口についてみれば、現在の約64％から2050年には
51％になると言われています。当然ながら、若い人達
の負担が増え、これからリタイアをして、社会保障の
恩恵を被ろうという世代の方々のサービスが低下して
いくこととなります。そうした意味で、この少子高齢
化・人口減少というものが、我々国民の大きな不安材
料としてのし掛かっております。
第三に、我が国のGDPの約1.7倍の規模になる長期債

務を抱えていることです。これは欧米等の先進国と比べ
ても突出した規模になります。

このような我が国の現状を踏まえれば、国民の皆様か
らお預かりをしている税金の使い道を大きく変えていか
なければなりません。このため、従来の公共事業依存型
の産業構造を転換し、我が国を牽引する成長産業の育成
を図るため、国土交通行政のパラダイムシフトを行って

まいります。

今後のインフラ整備のあり方
公共事業については、これまでのしがらみを断ち切り、
まず、歳出の中身を徹底的に見直していく必要がありま
す。その中で「コンクリートから人へ」の考え方に基づ
き、これまでは作ることを前提に考えられてきたダムや
道路、空港や港湾などの大規模な公共事業について、国
民にとって本当に必要なものかどうかを、もう一度見極
めてまいります。そして、国民の安全を守り、我が国の
国際競争力を強化する上で真に必要なインフラ整備を戦
略的かつ重点的に進めてまいります。
事業の見直しに当たっては、予断を持たずに再検証す
ることとします。この際、政策変更によりご迷惑をおか
けする地域住民の皆さんに対して、丁寧に説明し、御意
見を賜り、合意を得ていく努力を積み重ねていくことは
言うまでもありません。
このような見直しを踏まえ、これまでの国土交通行政
を、国民に夢を与え、日本を牽引する国土交通行政へと、
大胆に転換してまいります。

国土交通省の成長戦略
将来にわたって持続可能な国づくりを進めるために

は、我が国の人材・技術力・観光資源などの優れたリソ
ースを有効に活用し、国際競争力を向上させることが焦
眉の急となっています。このため、「財政に頼らない成
長」の実現を基本に、次に述べるような分野をはじめと
する国土交通行政に関する成長戦略を早急に策定するた
めに国土交通省成長戦略会議を立ち上げ、我が国の成長
の牽引力となるような産業の育成に率先して取り組んで
おります。
第一に、四方を海に囲まれている我が国は、海洋資源
の有効活用をはじめとして、広大な海をフロンティアと
して認識し、まさに「海洋国家」として復権を果たす必
要があります。このため、従来の港湾政策を転換し、
港湾整備の選択と集中を図ることにより、日本の港湾
のアジアにおける国際競争力を強化するとともに、我
が国の輸出入量のほぼ全てを依存している外航海運の
競争力強化及び安定輸送を推進し、経済・国民生活の
基盤を確保します。併せて、国土面積の12倍に及ぶ排
他的経済水域等を有する我が国にとって、これらの海

前原誠司
国土交通大臣

新年のはじまりにあたって

新春挨拶
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域を有効に活用するため、離島の保全・管理及び振興
を的確に行うことも極めて重要です。
第二に、観光立国の推進については、航空政策やまち
づくりなど関連する諸施策と連携を図りながら、「訪日
外国人旅行者数を2016年までに2000万人、2019年までに
2500万人、将来的には3000万人とする」ことを新たな目
標といたします。この目標を見据え、まずは今年、訪日
外国人1000万人という従来の目標達成を目指して、集中
的なキャンペーンを展開し、アジア、特に中国からの訪
日旅行者数の増加を図るなど、新たな需要と雇用を創出
するよう、実効性の高い観光政策を強力に展開してまい
ります。また、観光立国の実現に向けて政府としての取
組みを一体的・総合的に推し進めるためには、旅行需要
の創造・平準化につながる休暇の分散化等の課題につい
てより一層の省庁間の連携強化が不可欠であることか
ら、私を本部長とし、各省庁の副大臣を構成員とした観
光立国推進本部を設置し、関係省庁間の具体的な調整・
連携を図っているところです。
第三に、航空政策については、日本航空の再建を、国
民目線に立って確実に進めるとともに、航空企業が需要
動向に的確に対応し、自由な経営判断により新規路線の
開設や増便等を行うことができるよう、各国・地域との
間において、オープンスカイを推進します。これと並行
して、羽田空港の24時間国際拠点空港化、成田空港の更
なる容量拡大に取り組みつつ、両空港の一体的活用を推
進するとともに、関西３空港のあり方について抜本的に
検討してまいります。これらにより、来るべき「アジア
の時代」における強靭なグローバル・キャリアの育成と
アジア有数の国際航空ネットワークの形成を目指してま
いります。
第四に、建設・運輸産業の更なる国際化を推進します。
建設産業が果たしている役割は極めて大きなものがあ
ると考えております。世界の建設市場に目を向ければ、
潜在的に大きなインフラ需要が存在しており、水関連技
術、ITS（高度道路交通システム）等の海外展開などと
一体となって、我が国建設産業が海外へ大きく羽ばたい
ていただくべく積極的に支援してまいります。また、今
後は、これまで整備してきた社会資本の老朽化に伴い、
維持管理の国内需要が大きな規模になります。さらに省
エネ化や耐震化への取組みも重要です。こうした中で、
技術と経営に優れた建設企業がそれぞれの地域で期待さ
れる役割を果たしていけるよう、必要な環境整備を行っ
てまいります。また、世界の水ビジネス市場は、将来約
100兆円規模に成長することが予想されており、このよ
うな海外の成長市場に対して日本の優れた技術を展開し
ていくことも必要と考えております。
運輸産業については、地球環境問題への対応の観点か
ら、CO
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排出量の少ない効率的な輸送機関として鉄道が

世界的に注目されております。省エネルギー性のみなら
ず、定時性を確保しつつ、安全に大量輸送を実現するこ
とが可能な我が国の高度な鉄道システムの技術・規格の
国際展開を支援するため、トップセールスを実施します。
また、人口減少・少子高齢化・財政赤字という制約要
因のなかで、社会資本の維持・更新を着実に進めていく

ため、民間の資金・経営能力・技術的能力を活用した社
会資本整備を行っていく仕組み、新たな時代にあった
PPP（パブリック・プライベート・パートナーシップ）
の手法を取り入れていきます。
第五に、内需主導の経済の安定的な成長のためには、

住宅・不動産市場の活性化等による内需の拡大が必要で
す。最近の住宅着工戸数は昭和40年頃の水準まで落ち込
んでいますが、1400兆円にも上ると言われる個人の金融
資産を動かす仕組みとして、新築、リフォームを問わず、
住宅投資を活性化させるとともに、広く内外の資金を市
場に呼び込むことが重要だと考えております。また、機
能的で魅力ある都市整備への民間資金の流れの円滑化等
を通じ、不動産市場の活性化を図ることも重要と考えて
おります。

安全・安心な社会づくりと豊かな暮らしの実現
我が国は、地震・津波や水害・土砂災害・高潮災害な
ど、自然災害に対して脆弱な国土条件にあります。特に
最近では、各地で集中豪雨や異常渇水が発生しており、
地球温暖化の影響が懸念されています。昨年も７月の中
国・九州北部豪雨や８月の台風第９号等により、各地で
被害が生じたことは記憶に新しいところです。これらに
対応し、自然災害や事故などから国民の生命や財産を守
るという国土交通省の重要な使命を果たしてまいりま
す。また、危機的な状況にある公共交通を維持・再生し、
人々の移動を確保するとともに、人口減少、少子高齢化
の進展、地球温暖化対策等の諸課題にも対応するため、
交通基本法の制定に向けて検討を進めます。
さらに、土地取引の円滑化及び土地資産の保全等を図
るために、その基礎となる境界情報を調査する地籍調査
について、一層の推進に努めてまいります。

景気回復への取組み
現下の厳しい経済・雇用状況、直面する円高・デフレ
状況を踏まえ、景気回復を確かなものとするために先般
取りまとめられた「明日の安心・成長のための緊急経済
対策」では、住宅版エコポイント制度の創設、住宅金融
の拡充、住宅税制の改正等による住宅投資活性化のため
の支援、エコカー補助の延長、観光立国の実現に向けた
施策の推進、交通・産業における環境配慮の取組みへの
支援、建設企業の成長分野展開支援、下請建設企業の経
営を支えるための金融支援等、国土交通省関連の施策が
盛り込まれました。
今後、対策に盛り込まれた施策が一日も早く実効性を
挙げるよう取り組んでまいります。

以上、新しい年を迎えるにあたり、国土交通省の重要
課題を申し述べました。国民の皆様のご理解をいただき
ながら、ご期待に応えることができるよう、諸課題に全
力で取り組んでまいる所存です。
国民の皆様の一層のご支援、ご協力をお願いすると

ともに、新しい年が皆様方にとりまして希望に満ちた、
大いなる発展の年になりますことを心より祈念いたし
ます。


